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r三田学会雑誌J 80卷6号 〔1988年2 月）

公的保険の供絵における課税の役割について

羽 田 亨

は じ め に

各個人は，しばしば将来時点における不慮の病気•享故等による所得稼得能力の喪失という危険 

に直面している。保険制度の担うべき役割は，所得に関するこのような不確実性から生じうる個々 

人の負担を軽減するものとされている。もし，保険会社が保険加入者に関する十分な情報を保有す 

る場合には，市場保險はその機能を十全に果たしうるであろう。しかしながら，保險会社が保険加 

入者の真の状態を知りえない場合には，モラル. ハザ一ド（Moral Hazard) と呼ばれる現象が発生 

して保険市場のもつリスク分散機能が阻害される可能性がある。というのは，このように双方のも 

つ情報に非対称性が存在する場合には，もし完全保険がオファ一されると保険加入者に真の状態を 

隠蔽させる誘因を与えることによって保険会社の収支を悪化させ，市場保険の存立を消減させてし 

まうからである。

本稿の目的は，このような情報の制約などによって保険市場が十全に機能しえない状況におけろ 

公的保険の役割を特に課税に焦点をあてて考察することにある。ところで，このようなr市場の失 

敗」に関連して規範的あるいは政策的な議論を行なうときには，政府といえども全知全能の神では 

ないから，保険会社と同様に情報の制約に服すると考えたほうが妥当であり，以下の分析は情報制 

約が存在する次善の状況におけるそれとなる。情報が完全である最善の状況において課税は一般に 

資源配分を搜乱するから， リスク負担の軽減に際してなんら役割を果たさない。しかしながら，情 

報制約の存在する次言の状況にあっては，政府によって供給される公的保険の有効性を高めるため 

に財に対する課税が望ましい場合がある。われわれは，いかなる場合において課税が望ましいかを 

明らかにするつもりである。

Diamond=Mirrlees〔4 〕は，一期間および多期間モデルをもとにモラル. ハザ一ドの存在する 

状況下における最適社会保険のもつ性質を考察した。 さらに，W hinston〔8 〕は Diamond=Mレ 

rrleesの一期間モデルをモラル. ハザ一ドの問題に加えて逆選抜の問題の存在をも許容するモデル 

に拡張して最適社会保険の性質を考察した。また，V arian〔7〕およびEaton=Rosen〔 5〕は，個 

人の所得に関する不確実性が存在する状況で所得税制度が保険として機能することを論じ，最適所 

得税制度のもつ性質を示した。
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これらの文献は，モラル• ハザードによって市場保険が存在しないという想定のもとで，個々人 

の直面する危険の軽減における政府の役割を考察している。しかし，たとえモラル•ハザードの問 

題が存在したとしても，何らかの対処法をとることによって完全にではなくとも市場保険が存立す 

ると考えたほうがより現実的であると考えられる。そこで本稿では，Townsend〔6 〕に做って保 

険会社が保険加入者の真の状態を知るための状態確認コスト（state verification cost) を導入して市 

場保険の存在を想定したモデルを構成し，それをもとに公的保険の果たす役割を考察していくこと 

にしたい。また，多数財の存在を想定して一般均衡的な枠組みのもとで分析を進めていく。このよ 

うなモデルの拡張は，市場保険が存在しないケースを特殊ケースとして含むことができ，さらに消 

費財に対する課税といった問題を分析できるという利点をもつことになる。

2. モ デ ル

経済には，多数の同質的な消費者（その* 合を区間〔0.1〕とする）および企業が存在してプライス• 

テ一力一として行動するものとする。財の数をW + 1個とし，そのうち1個は唯一の生産要素であ 

る労働サービスで労働者によって提供され，他の" 個の財は消費財であり企業によって供給される。

i 消 費 者

各消費者は，♦ 前の時点において，労働サービスを企業に提供することによって労働所得を稼得 

できうる状態—— 『状態1』と病気.享故などの理由によって労働サービスの供絵が不可能で労働 

所得を稼得できない状態—— 『状態2 』のいずれかになるか分からない，といった所得稼得能力の 

喪失という危険に直面している。ここで，労働サービスの供給量は制度的に固定されているとして 

それを1 とし，消費者の直面する賃金をg o とする。なお，各個人にとっての状態の生起は消費者 

間で独立である，という意味でここで対象とする危險は個別的なそれである。『状態1』 の生起確 

率を JT⑦< ? r < l )とし，『状態1』において労働サービスの供給を行なったときと行なわなかった 

とき，それぞれにおいて"1 ( a O と あ （aO 0 = 0 i , f l J m ) ) , ま た 『状態2』 において "2(2/) 

iy = iy u  と表現される効用関数をもつとすれば，『状態1』において労働サービスの供給

を行なったときと行なわなかったときの消費者の期待効用は，それぞれ

;r "I(a0 + (1 —冗) " 2(2/) (1-1)

1Z Mi(a；) + (1 —7r)M2(l/) 〔1-2)

と表わされることになる。ただし，aJiおよびy iは各状態における第/ 財の需要量を示し，

Xi'^0, 2/i^O G '=l,

であるものとする。ここで，労働サービスの供給によって不効用が生じるものとして，あ（x)> ifi 

( a O と仮定する。さらに，消費者の直面する消費財の消費者価格べクトルをg = (め，…， とする 

と，『状態1』で労働サービスの供給を行なったときの各状態における所得水準をム，/ 2 とし，
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'『状態2 』で労働サービスの供給を行なわなかったときのそれを/ 1, /2 とすると，それぞれの状況 

での各状態の予算制約式は

ニん (2-1)
i si i ニ1

't] qiXiニ lu  'Hqiyiニ I 2 (2-2)1=1 1=1

と* ける。いま，所得水が与えられているとすると，それぞれの状況において消費者の行動は予 

算制約のもとで期待効用を最大にすべく各状態の消費べクトルを選択するということになる。この 

とき，それぞれの状況における各状態の最適消費ベクトルは，消費者価格ベクトルと所得の関数と 

して，

xCq,Ii')=CxiCg, / 1) , XmCq, / i ) ) ,  yCq,l2')=CyiCg, I 2), ■•■ymC.g,ム)） (3 -1)

xCg, / i ) ニ Cii(ル / i ) ) ’ XmCq, f i ) ) ,  y iq ,ム) ニ（め I 2) , y m i q ,  h')') (3 -2 )

で表わされ，こ れ を 効 用 関 数 に あ （• ），uzi • ) に代入すると，間接効用関数が定義でき 

て，それぞれの状況における期待効用は

nviiq, IY) + {1—K)v2iq, I 2 ) (4 -1 )

nViCg, Ii) + (.l~7z^V2(.q, Iz) (4 -2 )

と表現されることになる。ここで，

viCg, Id ^u iC g , ID'), viiq, l 2)=U 2(.yiq, I 2)') 

viiq, Id^ux ix iq ,  / i ) ) , ホ2(g, l2)=U2CyCg, I 2)')

と定義され，それぞれ各変数について微分可能であり，ak>0, 5fc>0, akk<0, a = l , 2)と

仮定する。た だ し aj^sd"iJdh,ak5dlhldUM=\，2')でそれぞれの状況における各状態の所得の限 

界効用であり，さらにOLkk̂ d'̂ 'Vklるひ、 三32み/3/*2(んニ1 ,2 )である。

われわれは本稿を通じて，消費者は

7：Vi(.q, I\)-\-(X — 7z')v2(.q, l 2')^nv\(iq, /i) + ( l  — 7r)î 2(ヴ’ /a)

が成り立つ限り労働サービスを供給すると仮定する。また，か> 0 について"1(マ, (g, 0) が 

成り立つと仮定する。

i i 企 業

企業は，収獲一定的技術のもとで生産要素として労働サービスを投入してW種類の消費財の生産 

を行ない，利潤極大化行動をとるものとする。消費者一人当りの労働サービスの投入量を20, 消費 

者一人当りの第*•財の生産量をZ iとして，産出量べクトルを2ニ（一之0,之1 , 之m) が生産可能であ 

ることを陰関数的にF(2)さ0 と表わすことにする。バ •）は各変数について正の微係数をもつ凸 

関数で一次同次であるとする。いま， を生産者の直面する生産者価格ベクトルとす 

れぱ，企業は消費者一人当りの利潤1]/>ぬーか)20を最大にすべく産出ベクトルを選択し，その一階 

の条件は，
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pi/pm= Fi/Fm G '= l, ...’ m — 1) ( 5 )

となる。た だ し F iは . ) の第z'財に関する微係数を示す。このとき， 最適産出ベクトルは生 

産者価格ベクトルの関数として，zQp)=< zo(4)),…,ZmQ}))と表わされる。また，F ( . )は一次同次 

だから，完全競♦ のもとで企業の最大利潤はゼロとなる。

i i i 政 府

政府により労働所得に対してはU の率で賃金所得税が，各消費財にはt iの従価税が賦課されろ 

ものとする。このとき，消費者価格と生産者価格の関係は

一ん） (6-1)

ヴi= ( l  +も） G = l, (6-2)

となる。また，労働所得を稼得していないときにはG の移転給付が支払われる。

3. 市 場 の 失 敗

所得稼得能力の喪失という危険に直面する消費者にとって，* 前の時点において『状態1』から 

『状態2 』への所得の移転を可能にするような取引を行なうことができるならぱ，彼の厚生水準は 

改善されることになるだろう。市場においてオファーされる保険は，正にこのような個人の直面す 

る危険を軽減する機能を有するものとされている。

消費者は保険会社によってオファーされる保険を購入することによって，享前の時点において状 

態間の所得の移転を達成できるものとしよう。ここで保険というのは，『状態2 』 が生起した場合 

に保険会社からS に相当する給付を受けとるかわりに『状態1』が生起した場合には消費者は保険 

会社にr S を支払うという事前的取決めを意味している。ただし，Sさ0 であり，グは『状態2』に 

おいて保険給付を一単位受けとろために『状態1』で何単位支払わねばならないかを示しているか 

ら，保險の価格と解釈される。

保険会社は危険中立的であり，期待利潤を最大にすべく行動するものとする。いま，保険市場が 

競争的で他のコストを無視できるものとすれば，代表的保險会社によってオファ一される保険は 

nrS—(1 一7t)5=0

を満たすものに限られることになるから，保険の価格はrニ1 一:t / t tとなる。

このとき，政府の政策的介入がないとしてか> 0 とすると，利潤の受けとりがないことに注意す 

れぱ，h =  qo 一 rS, /2=>Sであるから，消費者は期待効用7TZ；i〔ヴ,か一r«S) +〔l+7r)z；2〔かS) を最大に 

すべく保険購入量を選択することになる。この最大化問題の一階の条件は 一;rm i + ( l —;:)び2=0 

であるから，r = l  一tt/ttであることに注意すれば，両状態の所得の限界効用を一致させるような水 

準に保險購入量を選択することによって，消費者の直面する危険が完全に軽減されることになる。

図 1で示されているように，保険の購入によって各状態の所得の組合せを初期のC点から，A 点に
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図

対応する水準に組合せを変えることによって，厚生水準を増加させることができる。

ところで，保険市場が有効に機能するためには，保険会社は保険加入者の真の状態を識別するこ 

とができる，という前提条件が不可欠である。しかしながら，労働所得の有無については知ること 

ができても，保険加入者の真の状態を知ることは困難であることが多く，その場合には保険加入者 

に 『状態1』において労働サービスの供給をゼロにして『状態2 』であると偽りの申告をさせる誘 

因を与え，それによって保險会社が最適な保険をオファーできなくなる可能性が生じる。このよう 

なモラル. ハザ一ドと呼ぶべき現象が生じている場合に，真の状態を識別するためにコストを負担 

するか，真の状態を申告させる誘因を与えるために消費者の保険購入量を最適な水準より低く制限 

する，といった対処法を取ることにより市場保険を存続しうるが，完全な危険負担の軽減は不可能 

であるから，この意味で資源配分の非効率が発生することになる。つまり，保険会社と保険加入者 

のもつ情報に非対称性が存在する場合には，r市場の失敗」が生じる可能性があるということである。

このようなモラル. ハザードの問題が顕在化して「市場の失敗」が生じるか否かは，最適な保険 

の水ipに依存することになる。いま，

vi(.q, I 2) となる所得の組合せ（/i,/2) について，び1<0；2 である。

という条件が成り立つものとしよう。この条件は，所得の限界効用が遍減するという仮定のもとで 

は，

(.MHy  となる所得の組合せ（/ l,/2) について，t；l(⑦ 〔ヴ, / 2) である。

を含意することになる。図 1 では，条 件 （M f O が成り立つ状況が示されている。これにより，最 

適保険がオファーされると，

nv\(.q,⑩ーパ)+ (1—:r)z；2(g，SXnViQq, S) + (1—7t)ぱヴ, S)

だから，消費者は『状態1』において労働サービスの供給をゼロにすることによって『状態2』と 

偽りの申告をして保険絵付を受けとるほうが有利となる。したがって，条 件 （M W が成り立つ限
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りモラル• ハザードの問題が顕在化してr市場の失敗」が生じることになる。また，次の条件 

QMH) 〔び, / 1 )=か（び, / 2 ) となる所得の組合せについて，び1さ0；2 である。

が成り立つときには，情報の非対称性が存在するにもかかわらず最適保険は実行可能でr市場の失 

敗」は生じない。

われわれは，「市場の失敗」による資源配分の非効率が生じている状況における政府によって供 

給される公的保険の役割を考察していくから，条 件 （ルび0 の成立を想定して分析を進めていくこ 

とにする。あるいは，積極的な意味で条件（M / 0 の想定は妥当であると思われる。というのは， 

労働サービスの供給は不効用を伴うことを考慮すると， =  であるときにはh> l2

であろから，このとき『状態2』の限界効用が『状態1』のそれより大きいと考えることは不自然 

ではないからである。

かくして，条 件 ( M H )が成り立つときにはモラル• ハザードの問題が顕在化するわけであるが,

保険会社は保険加入者の真の状態を識別するためにコストを負担することによってこの問題に対処

するものとしよう。保険給付の請求があったときに『状態2 』であることを確認するためにコスト

が負担され，保険給付一単位当りのコストをC として，保険給付水準にかかわりなく一定であると

する。ここで， Cは第W財への支出額であり，保険給付一単位当りc/ヴ™の第m 財を必要とするこ
( 1)

とになる。このとき，保険の値格は他のコストがないものとすれば, =  a + c X l_ J r )A rとなる。 

この想定のもとで，『状態1』において労働サービスの供給を行なった場合，消費者は期待効用

nviQq, Qq— rS) + Cl—7r)y2( ,̂ G+S)

を最大にすべく保険購入量を決定することになる。このとき，保険購入量は消費者ベクトル 

と移転給付G の関数としてS = S (ヴ0,⑦G ) と表わされるから，期待効用は消費者価格べクトル（ヴ0> 

q ) と移転給付G の関数として

F(マ0’ Q, G )三TrmCg, qo—rSCqo, q, G)) + ( l  — ヴ’ G+SC^o, q, GO) C 7 )

と定される。

ここで，保険購入量は（go, G Oについて一次同次関数となることを示しておく。いま，すべて 

の消費者価格と移転給付が一様にろ倍の水準に変化したとき，保險購入量がが倍に変化したとする。, 

このとき，変化後の各状態の予算制約式はそれぞれ

S  qiXi=qo—(,b'/b')rS 

S  qiVi= G+ (が/b)S

と* けるから，各状態の間接効用関数が所得に関して厳密にH であることより最適保険購入量がュ 

ニー クに決ることに留意すれば，もしbキb 'とすると〔か),かG) のもとで変化前の保険購入量より 

も期待効用を大きくする水準が存在することになり矛盾が生じるから，ろ= ろ' でなければならない。

注 （1 ) 第4節で第m財が一般性を失うことなく ニ1と正規化できることが示されるから，Cは結局真の 

状態を確認するために必要な保険給付一単位当りの第m財の量を表わすことになる。
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一階の条件から最適購入水準において 

(l+c)«i=«2 (S>0  のとき）

(l+c)ai^a2 (S=0 のとき）

が成り立つ。さて，政府の政策的介入がないとしよう。このとき，C > 0である限り市場保険の購 

入によって個人の直面する危険は完全には軽減されえないことになる。また，状態確認コストによ 

って保険の購入を差し控えざるをえない場合も生じる。こうして，情報の非対称性の存在によって 

理想状態に比べて消費者の厚生水準が低下することになる。図 1 におけるB点が情報の非対称性の 

もとで保険購入を通じて達成される所得の組合せとなる（K i>  Vs)。かくして，政府の政策的介入 

の余地が存在することになる。

さて，政府の政策的介入のもとでS > 0 として各消費者価格および移転給付の変化が保險購入量 

に与える影響を求めてみると次のようになる。

95/9^0=So ctii/D  (8~1)

35/5ヴョニ  [G+e) 厂 (/=1, •••, ni) (8-2)

d3! dG 三 ニー OLid D  (8~3)

ここで，ffiiwョ か a  ニ1 ,2 )であり，Z)=(l+C) ttn+tt22で仮定により負である。ところで，付 

論で示される結果より，(8-2) は

S i= [― (1+C) C.anXi+aiXii') + (o；222/f+<̂ 2?/n)]/ D  (8-2)'

と言き改められる。たたし，Xii三dXiJdli, yn三dy i/d izである。

『状態1』において労働サービスの供給を行なわない場合には，消費者は期待効用 

G一r5) + Cl一 ヴ ，G+iS)

を最大にすべく保険購入量S を決定する。このとき，保険購入量は消費財の消費者価格ベクトルダ 

と移転給付G の一次同次関数としてSニSOj’ G ) と表わされ，期待効用はQ q ,G )関数として 

VCq, G) îtV\Qq, G—rSiq, G ))+ ( l— ヴ’ G+S(^, G)) (9  )

と定義される。最適保険購入量の一階の条件は，

(1+C) «1=«2 (S>0 のとき）

(1+c) (5=0 のとき）

となる。

4 . 最 適 政 策

前節で示したように，情報の非対称性が存在して条件（M / / )が成り立つ場合には，モラル•ハ 

ザ一ドの問題が顕在化して市場保険によっては個々人の直面する危険は完全に軽減されず，資源配 

分の非効率が生じることになる。いま，政府が個々の消費者の直面する状態を知ることができると 

しよう。このとき，G = S * として foを A)A)*ニ（I- t tA O G となるように決め，消費財に対する税
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率をゼロとすろ。ここで，S * および（A)*,ダ0 は政府の政策的介入がないときの最適保陵購入量 

と均衡価格べクトルである。完全情報のもとでは『状態2 』のときにのみ移転給付を支払うことが 

できるから，消費者価格べクトル（a —/o )A )* ,aoのもとで消費者は完全保険S* を購入したとき 

と同じ違択をするから， が0 は均衡消費者価格べクトルとなり，しかもtoとG?の定義 

から政府の収支も均等する。したがって，政府による公的保険の供給によって最適配分が実現され 

ることになる。消費財に対する課税は不必要であり，また 5 = 0 で だから消費者は 

保険を購入せず市場保険は完全にクラウド• アウトされることになる。図2 における傾き 一;r / l一;r 

の直線は政府の収支均等線であり，上記の最適政策はZ)点で示されることになる。

しかしながら，保険会社が情報の制約に直面していろときにひとり政府のみが完全情報を有して 

いると想定することはあまり現実的でないだろう。そこで，われわれは保険会社と同様に政府も個 

々の消費者の労働所得の有無については知ることができても直面する真の状態が分からない，とい 

う次言の状況を想定してr市場の失敗」に対する政府の役割をみていくことにする。

このように政府も情報の制約に直面する場合には，条 件 が 成 り 立 つ 限 り ，上記の最適政 

策は実行不可能になる。というのは，y!〔デ, V 0 くか〔デ, G ) だからK み*, <f,G )<FG?*,G) とな 

り，『状態1』において労働サービスの供給を行なわないで『状態2 』であると偽りの申告をして 

移転給付を受けとることが有利となるからである。ただしみ *= (1一 ぬ デ = />*である。かく 

して，情報制約が存在する状況においては政府による政策が実行可能であるためには，『状態1』 

において労働サービスの供給をゼロにして移転給付を受給する誘因を与えない，という個別動機適 

合性の条件

VCgo,g,G}^V<：g, G) (10)
( 2 )

か要請される。

注 （2 ) 労働サービスは唯一の生産要素であるから，『状態1』において労働サービスを供給することが望 

ましいと想定している。
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図2 で， 曲線上とその下の領域が個別動機適合性を満たすみとG の組合せの集合となる。 

情報の非対称性が存在する状況では，無差別曲線は曲線を境としてその上の領域では水平な 

直線であり，その下の領域では右下がりの曲線となる。ここで，各無差別曲線は消費財の消費者価 

格の変化に応じてシフトすることに注意すべきである。条 件 C M H )が成り立つとき，Z)点はy  =  

F 曲線の上に位置してFの> F のとなり実行不可能になる。それゆえ，政府によって供給される公的 

保険が個別動機適合性を満たすためには，の点から収支均等線にそって労働所得税率と移転給付を 

減少させていった，たとえばの' 点に対応するようなものでなくてはならず，その結果として消費 

者の期待効用水ぎは低下する〔ここで，生産者fffi格は不変と仮定している）。

政府による課税および移転給付のもとで市場均衡は，各財の需給均等式

2o(/?) =  7T (11-1)

Z i i p )  = nXi(_q, qo—rSQqo, q, G)) + ( l —tt)?/ズヴ’ G+S(^o, q, G)') G = l, m —1)

Zmip) = nXm.Qq, qa—rSiqo, q, G)) + ( l —TrXl/i(ヴ, G+SC^o, q, G)) + Cc/^m)SC^o, q,

( 11- 2)

G))

(11-3)

および政府の収支均等式

tipiCnXiCQo, q, — rS((7o, q, G)) + G —tt)?/ズ〔ヴ, G+Siqo, q, G )))

+ tmpm(.7̂ XmCQ, qo~ vSiqo, Q, G)) + (1 ~；r)C2/mĈ , G+S(^0, Q, G))

+ (c/^m)S(^o, q, G ))) =  ( l —7t)G

によって表わされる。

ところで，各状態の予算制約式から

S  qiXiiq, qo-rSQgo, q, G0) = ゆ一 rS〔<7o, q, G)

Cll-4)

( 12- 1)

( 12-2)S  QiViiq, G+Siqo, q, G)) =  G+S(^o, q, G)

が成り立ち，それぞれに;r および l _ ; r をかけて合算しグの定義を考慮して整理すれば，

Q Jか —：r/?o) + (/o/>o+XI tipiinXiQq, Qo—rSCqo, q, G))

+ CL — 7z)yiCg, G+SCqo, q, G)')') + tmpmi-!tXm.<iq, (Jo—rSCgo, q, G))

+ (1—;rXl/m(ヴ, G+SQqo, q, G')^ + (.c/qm)SCqo, q, G ))) —(1—;r)G=0

となるから，もし各財の需給が均等しているとすると，企業の均衡利潤がゼロであることにより， 

政府の収支均等式はま動的に成り立つことになる。したがって市場均衡は各財の需給均等式によっ 

て表わされることになる。さらに，均衡産出ベクトルは当然生産技術の制約を満たすから，市場均 

衡は単一の条件式

TtXiCq, qo~rS(.go, q, G)') + 0 .—n^yi(.q, G+S(.qo, q, G ) ) , nXm^Q, Qo~rSiqo, q, G))

+ (1—TT) ivmiq, G+Siqo, q, G)) + (c/^m)S(g'o, q, G )))^0  (13)

で表わされることになる。
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さて，政府の直面する最大化問題を定式化することにしよう。政府は代表的消費者の期待効用を 

最大にすべく政策変数を選択するものと想定する。また，消費者価格ベクトル（か, めと移転給 f t  

G を政策変数とみなすことにする。このとき，最大化問題は次のようになる。

C*) M a xけ。，3,0) Viqo, q, G)

Subject to (10), (12)

^7^0 G.= l ，...，m), Gさ0.

ところで，保険需要関数は消費者価格ベクトルと移転給付に関して一次同次であるから，それぞ 

れの状況において各状態の消費財の需要関数はゼロ次同次であることより，期待効用もゼロ次同次 

関数になる。したがって，企業の供給関数もゼロ次同次であるから，すべての消費者価格，生産者 

価格および移転給付の比例的変化は均銜を変化させず，個別動機適合性に関する条件式を満たし続 

けるから，一般性を失うことなくヴm =  と正規化することができる。

さて，最適解が存在してしかも内点解であるとしよう。また，もし最適政策のもとで消費者の保 

険購入量がゼロのときには，保険需要関数の各政策変数に関する微係数が存在してゼP であると仮 

定する。

フグフンジュ乗数法によって’ ロ イ の 恒 等 式 — (.dXi/dqO/du yi= — (.dyi/dqO/a2, Xi= — 

(.dXi/dgO/ai, y i=  — Cdyi/dqd/nzを用いると，最大化問題の必要条件は

—Cmia；i+Cl —7r)a22/i)~/? [S  FjCnXji + (1—;r)y jd  + (1— cSi]

—^[naiXi+Ql — K')a2yi — naiXi— (.1 — n^a2y i\ =0

1 ) ( 1 4 - 1 )

7：ai — A [S  Fj(.nXjo + C1—tt)i/^o) + (1 ~ ：r ) iv  cSo] ai =  0 〔14-2)

(1 一?r) Fj-CttXル+ Cl —め 2/jG) + 0̂  — 7t)Fm cSg] +；u[(1—:r)ai

一?rai—（1—7T)«2] ニ0 (14 — 3)

となる。ただし，；l, / iそれぞれは均衡条件式および個別動機適合性に関する条件式に対応するラグ 

フンジュ乗数であり，X パ三 ソ/3 ゆ’ yji=dyj/dqu G .=0,…’ m—1) xjg 三 d x 'dG ’ yja^dyj/dG  

である。

ところで，各状態の予算制約式を政策変数で微分すると，

S  (.l + tj^pjXji+Xi= —rSj, S  (.^-^tj^pjyji+yi=Si G.= l , m —1 ) ( 1 5 - 1 )

2  (1 +も)/Va；j'oニ 1—rSo, XI Cl + tj')pjyjo=So, (15-2)

ぎi ( l  +も.)a;_/G=— パG, S  (.̂  + tj^gjyjG=l — SG, (15-3) 

であり，これらの式と企業の利潤極大化条件(5)を用いると，（14-1), (14-2), (14-3)はそれぞれ次 

のように書き改められる。
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7n~ 1

—(,na\Xi+ (1 + 7r)a2?/i) + ̂ Fm [ S tjpj(iKXji+0. — 7i)yj-d'^QnXi + (\ — 7i)yi)^
プ=1

一fi{.na\Xi+Ql一Tẑ yi一nociXi一(\̂ n̂ cx.2yi\ ニ0 G.ニ 1 ,•••, fn一1) 
m~ 1

nai + XFm Lン tjpjCnXjo + k.1 ~;r)?/̂ o) ~~tt] +fizai =  0 
j=i

m—l
( 1 — ；r )a2  +  ̂ F m  [X I らA?.(7ra；f G + ( l  一 TT)?/が ) — (1_7T)_| + / / [ (1  ~  7：)« 2  ~TT^l

(16-1)

(16-2)

—(1—jr)a2] =0 (16-3)

さらに，各状態における消費財の需要関数の政策変数についての微係数はスルツキー方程式を用 

いると，

X j i ~  £ji J 一 X i X j l  一 TXjI Si, yji~ £ji (Z) — yiyji + y ji Si G.= l, — 1 ) ( 1 7 - 1 )

Xjo=Xji~rXji So, yjo=yji So (17-2)

：̂̂ルニ 一 r:cji Sg, yjGニ y ji Sg (17-3)

と表わされ，これを（16-1), (16-2),(16-3)に代入すると最終的に，

—C7raiO；i+Cl —;r)a2?/i) + .?Fm[C：ra；t + Cl —;r)?/i)~S tjpj(^n(,X~ rSd^ji

+ (1 —7r)(2/i + 50?/y/) + ̂  tjpj £パ] [i\.7：aiXi+0- — n')a2yi~7：ociXi 
j'=i

—G —7t)52ダi] =0 0*=1,... ,m — 1) (18-1)

Tza 1 + XFm[^7T+S  — rSoyji '̂\ +/i7rai =  0 (18-2)
j=i

(1 一 ;T)Q：2 + ス Fm[ — (1 — 7T) + 2I1 tjpjQ — K X ji ^5(5+(1 ~ 7r)(l + Sg)?/;/]

+  jU [ ( l— /U)CX2 — TTffl一 （1一 7U^0：2^ =0 (18_3)

となる。た だ し eがは代替項であり， か=£ji(l)+eが( 2 ) として£ " < 0 で代言項行列は負値定符号 

性を有すると仮定する。

ここで，課税ルールを示す式を導く前に，非対称的情報の存在にもかかわらず政府の政策的介入 

は代表的個人の期待効用を増加させるという意味で有効であることをみておくことにしよう。その 

ためには，（か*,が=,0)が最大化問題（* ) の解でないことをいえぱよい。ただし，（A * ,ダ0 は政府の 

政策的介入がないときの均衡価格べクトルでであるとする。

いま，（/>0*,/>*,0)が最大化問題(* )の解であるとしてみよう。このとき，すべての消費財の消費 

者価格を不変にして労働サービスの消費者価格をか* から //みだけ減少させ，移転給付をゼロ力、 

らだけ増加させた政策変数の組合せO o * - jか,/)*, J G ) を考えよう。 を微小な変化量とし 

て，みを正の定数としてヴ0=みd G とすると，必要条件を求めたときと同様な手続きを用いてテ一 

ラー展開すると，

, q', C') — FCpoj p, 0^ =  Fm(.0.—n) — nb^AG+OF(idG') (19-1)

V'(ぐ  4、G') — V(,po, p, 0 )=  一;raiろJG+(1 —7T)a2 JG ) (19-2)

が成り立つ。ただしか 'ニ/)0-」か， であり，り乂.），orC Oは二次以上の項を表わす。
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0 .2!  ffi > 1 だから，ろを 1 一7r/7T<6<G  —7r/7rXo：2/o：i ) となるように選べて，そのとき（19-1)式は負 

となり，〔19-2)式は正となる。また，か> 0 についてz；i(ヴ,か）>  か（g ,0 )だから，（☆()*がSO) のも 

とで個別動機適合性の条件は不等号で成り立っているから，政策変数がこのように変化しても，消 

費者は労働サービスを供給し続ける。したがって，実行可能でしかも代表的個人の期待効用を増加 

させる政策変数の組合せが存在することになり矛盾が生じることになるから，所望の帰結を得る。

(18-2)式の両辺にをかけ，また〔18-3)式の兩辺にyi j かけて, それらを合算し（18-1)式に 

カロえると，

S  tjpj £パ+ 2  tjpjCSjL — rOyji-7： rXji^(^Si+XiSa +  yiSô
_?'=1 j = i

= Q/Fm)[7t5i(ルーぁ）+ (1—:t)52〔ル ー G '= l’ ...，m—1)(2 0 )

がえられる。ところで，（8-1), (8-2)', (8 - 3 )と付論より一« i；Ci//D=G^iOe°™VA -a^yn/D  

= (a2i)e。®り/ / ) だから，

Si+X i S q + y'iSa =  QazVii — Ql +  c )a iX ii')/D =  CdS/dqiy°'^^ G.= l, (21)

となる。つまり，第/財の消費者価格が変化したときの両状態の効用水準を一定とするような所得 

の変化を伴った保険購入量の補整的変化をまわしている。ただし 5 = 0 のときには仮定により（21) 

式はゼロである。したがって，（2 0 )式はパ'三;《(7m'i + ( l  —7T)み) / rョ?r5i/(7r5i +〔l —7t)52)と 

おくと，

S らA.GKa；パ)e。™り+a-7rXi/_；.0e。™り ニ [rCyi-xd

+ 〔1 一rX l/i—歹i)] ( i= l ,  •••, m—1) (22)

と書き改められる。た だ し （a；パ)び"̂ ら £プズ1)一rぁ./(3S/3め=。ス （?/が)りニ£^2 ) + ：?/-/(35/ 

gゆ)びmpである。このようにしてえられた課税ルールを示す式は，最適な税体系のもとで第/財の 

消費者価格が変化したとき，第 1財から第m —1財までの需要量の?i 整的変化による政府の税収の 

変化は，< iv i_ x d と [y厂 y d の加重平均に比例しなければならないことを意味している。

左辺は消費財に対する課税の効率面への効果を，右辺は労働サービスの供給誘因への課税の効果 

を示しているとみなされる。このように，状態間の所得の移転にかかわる項目はないから，個々人

図 3

Ti> 0のケース n く 0のケース
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の直面する危険を軽減する機能は専ら固定的な労働サービスの供給のもとでは一括固定税とみなし 

うる賃金所得税と移転給付による公的保険に任されることになる。一方，消費財に対する課税は公 

的保険の有効性を高めるために個別動機適合性に関する条件を緩和する役割を果たしていると考え 

られる。

いま，ある実行可能な政策変数の組合せのもとで，第 / 財 a キm ) に つ い て 1\三^<ル-$0  + 

(：1 一rX v厂か）>0 « 0 ) であったとする。そこで，かを微小量減少させて（増加させて）その変 

化量をA q iとし’ キ0 , Aqo=Xi Aqu みのような政策変数の変化を考える。 この

とき，『状態1』において労働サービスの供給を行ったときの代表的個人の期待効用と行なわなか 

ったときのそれとの差の変化は，テーラー展開によって近似的に 

—[7r5i(2/i— ；C リ+ (U_7T)»2(2/i— 歹 

となり，仮定によりこれは正である。したがって，図3 に示されているように上記の政策変数の変 

化 は y = F 曲線を点線で表わした位置にシフトとさせ，個別動機適合性に関する条件を緩和させ 

ることになる。ここで，か）とG の組合せは丑点から五' '点に変化している。そして，さらに五''点 

から五' 点にかと G を変化させることにより当初の政策変数の組合せが最適でない限り， 代表的 

個人の期待効用を増加させることが可能となる。

ここで，われわれは次の結果を示すことができる。

命 題 1

第 1財から第W _ 1 財の消費財のなかで少なくとも一つの財についてであるとすると， 

第 1財から第m _ l 財のなかですくなくとも一'-̂：>の消費財に対する税率はゼロではない。つまり， 

消費財に対する課税あるいは補助金が正当化される。

この結果を示すために，すべての消費財に対する税率がゼロであるとしよう。いま，すくなくと 

も一^̂3の消費財についてA ナ0Gナm ) であるから，（22)式より， j u '= 0 ,したがってパ= 0 でな 

ければならない。このとき， （18-2)と（18-3 )からび1=び2 とならねぱならない。しかしながら， 

5 = 0 だから条件Q M H )から "んg, go)くih O i,G )であるから，個別動機適合性に関する条件式が 

成り立たなくなる。したがって，所望の帰結をえる。

もし，一方の状態において他の状態に比べて，相対的に強い選好をもつ消費財がある場合には’ 

その財についてはr f はゼロではないであろう。たとえば，『状態1』においてのみ消費され，『状 

態 2』ではまったく消費されない消費財があったとすると，この財についてr ^ < o となる。また， 

『状態2』において消費され『状態1』ではまったく消費されない消費財があったとすると，

で正常財であれば，この財についてr i > o となる。

ところで，上述の図を用いた説明から，7\>0 ( A < 0 ) となる消費財に対して補助金を与える 

(課税する）ことが望ましいと考えられるかもしれない。しかしながら， 消費財に対する課税あるい 

は補助は資源配分に影響を与えるから，課税ルールが示しているように，これと労働サービスの供
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絵への効果を砰量して税率の符号が決定されることになる。したがって，税率の符号はの符号 

のみからは一概に決定されない。

しかし，m ニ2 のケースについては次の結果がえられる。

命 題 2

w t= 2とする。このとき，厂1>0 (_r1 < 0 )とすると’ y\i一( l  + c)xi/>0 ( 2/1/ — a? ij< 0 )ならぱ， 

'1<0 a > o ) である。

もし，S > 0 のときには，£^2=〔1+めであることと厂の定義より（22)式は 

ハカi(eii+o：2( l —7tX?/i7 —〔l+c)Xi/X?/i/i — =  (23)

となる。他方，5 = 0 のときには左辺第二項はゼロとなる。いま，ら= 0 と す る と ナ 0 だから 

f i = 0 とならねぱならず，条 件 （ルび0 力、ら個別動機適合性の条件が満たされなくなるから，/i資0 

でなければならない。次に，れ>0 C / i< 0 )とすると，〔23)式の左辺は負となる（正となる）力；，右 

辺 は 仮 定 と よ り 非 負 で あ る （非正である）から矛盾が生じる。ゆえに，ズ1<0 (ら>0) となら 

ねばならない。

たとえば，r i > o となる消費財として医療サービスをあげることができるかもしれない。『状態 

1』においてその需要量と限界支出性向はゼロに近いと思われるから， で医療サービスが正 

常財であるとすると，7\>0で 2/1/—（l+tOa；i / > 0 が成り立つことになる。したがって，医療サー 

ビスに対する補助金が正当化されることになる。通常，医療サービス支出に対する補助金はリスク 

分散の観点から理由づけが行なわれる力:，ここでは公的保險の機能を有効にするためにモラル.ハ 

ザ一ドの問題によって課される制約を緩和するという補完的役割を果たすことになる。

5. 市場保険と公的保険

最後に，市場保険と公的保険との関係についてみておくことにしよう。市場保険においては，情 

報の非対称性により保険絵付一単位当り第W財でC単位に相当するコストがかかる。他方，公的保 

險の場合にも，モラル.ハザードの問題によってその供給に際して完全情報のときに比べて移転給 

付の水準を減少させなければならない，という意味でコストがかかることになる。これにより，市 

場保険が公的保険に比べて相対的に高い供給コストがかかるときには，市場保險は完全にクラウド 

. アウトされ個々人の直面する危険は公的保険のみを通じて経減されることになり，また公的保険 

の供給コストが市場保険のそれに比べて相対的に高いときには，市場保険と公的保険はともにリス 

ク分散の機能を補完的に分担することになると考えられろ。そこで，コプ• ダグラス型の効用関数 

を想定してこの点について考察してみることにする。

さて，次のように効用関数を特定化することにしよう。

=  S  0\ In ajj—ln(l + cz,) (24-1)
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mi(^) =  2  In Xi (24-2)

" 2(?/) =  2  In Vi (24-3)

このとき，間接効用関数は 

ViCq, /i) =  ln /i + S l n  01—S  か一ln (l+ cO  (25-1)

ViCq, /i) =  ln /i + S  In 0\ —S  Qt (25-2)

U2〔仏/2) =  ln /2 +ヌ In がーS め （25-3)

となる。ただし，f ]が = 1 , =  h  E が = 1 である。ここで，ln ( l+ c jOは労働サービスの供 

給を行なうことによって生じる不効用をまわしており，CLは第W財の物的単位で測られる。

(25-1)と（25-3)から， ニl / / i ,« 2 = l/ /2であるから，移転給付をめに等しくすることによって 

個々人の直面する危険が完全に軽減されることになるが，非対称的情報による個別動機適合性に関 

する条件の要請から，市場保険が存在しないとしたとき，最大可能な移転給付の水準は 

In ^0—InCl+ci,) =  ln G

を満たすものである。したがって，か/ G = l+ i：i が成り立つことになるから， これを変形すると 

q^-G/G=CLとなる。 はモラル.ハザ一ドの問題によって最善の水準から減少させなけれぱ 

ならない移転給付の大きさであるから，CLは情報の非対称性によって課される移転絵付一単位当 

りのコストと解釈できる。

そこで，われわれは次の結果を示すことができる。

命 題 3

最適政策のもとで，消費者の保険購入量がゼロであるための必要十分条件はCさCLが成り立つこ 

とである。

まず，十分性について示そう。S > 0 と仮定する。そのとき， 主体的均衡の条件より，1+c/み 

~ /^S = l/G + Sであるから，か一rS>(l+<7)Gが成り立つ。一方， であることに留意すると， 

個別動機適合性に関する条件式から， 

ln(l+cz,)<ln G

だから，か 一 rS < 〔l + CiO G が成り立たねぱならない。しかし，これは不可能であるから，所望の 

帰結をえる。

次に，必要性を示そう。5 = 0 だから，主体的均衡の条件より， （1+C)/か さ 1 / G ,つまりか ^  

( l  + c )G が成り立っている。ところで，5 = 0 のとき個別動機適合性に関する条件式は等号で成り 

立つ。というのは，もしそうでないと相ぜスラック性によりバニ 0 となり，したがって代替項行列 

は非特異であるから，（22)式よりすべての消費財に対する税率はゼロになるから，（18-2)と（18-3)
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から《1 = « 2 となり矛盾が生じるからである。そうすると， In か一ln(l+CiO =  l n G が成立ち，ゆ 

えにか)= ( l+ C i)G となる。したがって，Cさ でなければならないことが分かる。

かくして，特定化された効用関数のもとではあるが，市場保険と公的保険との関係はそれぞれの 

供給コストの相対的な大きさに対応していることが明らかになった。市場保険の供絵コストが公的 

保險のそれと比べて相対的に高い場合には，市場保険は完全にクラウド. アウトされることになる。 

また，公的保険の供給コストが市場保険のそれに比べて相対的に高い場合には，消費者の保険購入 

量は正であり市場保險と公的保険はリスク分散機能を補完しあうことになる。

6. 結 び

これまで，不完全ではあるが市場保険が存在すると想定して，公的保険の供給に際しての課税の 

果たす役割について考察してきた。政府が情報制約に直面するとき，ありうべき条件のもとで最言 

の条件を実現することは困難であり，高々次言の状態を達成せざるをえない。このような次善の状 

況において，消費財に対する課税は公的保臉の有効性を高めるために情報制約によって課される条 

件を緩和するという役割を果たすことになる。われわれは，課税ルールを示す公式を導くことによ 

って，いかなる場合に課税が正当化されるかを明らかにした。また，ニ消費財のケースについて， 

具体的に税率の符号が決定されるための条件を示した。さらに，市場保険と公的保険の関係がそれ 

ぞれの供給コストの相対的大きさに対応していることを明らかにした。

本稿では，一期間モデルにもとづいて分析を進めてきたが，多期間モデルへの拡張は必要である 

と思われる。というのは，年金保険の役割や，将来の不確実性に備えるためになされる貯蓄に対す 

る課税の是非，といった問題を考察できるからである。この点に関する分析はま者の今後の課題と 

したい。

付 論

ヴをそれぞれ価格ベクトル，所得，効用水準とし，£ (仏" )，K & / )をそれぞれ支出関数，間 

接効用関数とし微分可能であるとする。以下，第 / 財の価格については/ を，他の変数については 

それを添字にすることによって各変数ついての微係数をまわすことにする。このとき，次の関係が 

成り立つ。

E(<̂ , vCg, / ) ) = /  (A-1)

v(g, ECq, uT) =  u (A -2)

(A - 1 )を両辺/で微分すると 

" iE u = l (A -3)

となる。また，さらにこれをq iで微分すると

Vli Ea+ViVi Eua + Vi Eui =  0 (A -4)

である。ここで，（A-3 )の両辺を再び/ で微分すると，
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Euu= — VI /  VI

=  —v ii / iv iy  CA-5)

がえられる。ところで，（A - 2 )の兩辺をq iで微分すると

V i+ viE i= d  (A -6)

となるから，ロイの'ta等式 Xi三 一"ih fリ1 を用いると，

Ei=^Xiiq, Eiq, u)} (A -7)

となる。た だ し は 第 / 財の需要関数である。したがって，（A-7)の雨辺を" で微分すると， 

(A-3)ょり

Eiu=Xii/vi (A -8)

がえられる。ゆえに，（A-3), CA-4), (A-5), (A-8)とロイの恒等式から，第/財の価格が変化 

したときの所得の限界効用の変化は，

v i i= —viX ii—viiX i CA-9)

とまわされることが分かる。

また，第 i 財が変化したとき，効用水準を一定にするような所得の変化が伴うときには，CA-4) 

の左辺第2 項はゼロだから，（A-3), (A-8)より第/財が変化したときの所得の限界効用の補整的 

変化は

ivny ° '^^=—ViXii CA-10)
( 3 )

と表わされることになる。
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[3

〔4

〔5

〔6
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注 （3 ) 以上の結果の導出についてはChristiansen〔2 〕に負う,

---177 (723) ------


